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概要 
 職域年金の各種リスク分担制度に係る債務の認識と測定が，2011 年に改訂された退職給付に係る国際会計

基準（以下，改訂 IAS19）においてどのように取り扱われているか（又は取り扱われることになるか）は，

各種リスク分担制度の普及を図り，事業主と従業員・退職者の間の適切なリスク分担を促進していく観点か

らも，極めて重要なポイントとなる．  

 本論文では，第１に，改訂 IAS19 の下で，各種リスク分担制度に係る確定給付義務の測定がどのように行

われることになるか，改訂 IAS19 の規定や結論の根拠における記述振りを分析し，条件付きスライド制度な

どリスク分担の具体的な仕組みに応じて検討を加えた上，不確実性を伴う確定給付義務の測定を巡って改訂

IAS19 の抱える問題を改めて浮き彫りにする．第２に，改訂 IAS19 による確定給付義務の測定について，2013

年の IASB による概念フレームワークの見直しに関する討議資料，並びに，2008 年の European Financial 

Reporting Advisory Group による年金の財務報告に関する討議資料及び 2009 年の同再検討資料の議論を参

照しつつ分析し，その基本的な問題の所在を明確化する．第３に，以上の分析を踏まえ，キャッシュ・フロ

ーの不確実性を確定給付義務の測定に反映させるための改善の方向性について考察する． 

本稿の結論は以下のとおりである．第１に，改訂 IAS19 による測定は，IASB の概念フレームワークの見直

しに関する討議資料による負債の｢不確実性に関する予備的見解｣とは相容れないものであり，これを積極的

にも消極的にも支持する根拠は見いだせない．第２に，改訂 IAS19 では，条件付きスライド制度などを念頭

に新たな規定が設けられたが，それらはリスク分担制度において顕在化した矛盾をほとんど何も解決してい

ない．第３に，事業主と従業員・受給者の間のリスク分担の仕組みは，最終給与比例制度と拠出建て制度と

いう両極端の間でシームレスに連なっており，したがって会計上の都合から「拠出ベース約定」のような給

付約定の新たなカテゴリーを工夫しても必ずどこかで矛盾を招く．第４に，負債のリスク性を測定に反映す

るには，EFRAG の再検討資料が指摘するように，複数のシナリオ下で将来給付のキャッシュ・フローの現在

価値を算定し，その確率加重平均をとるといった手順を踏まなければならない．第５に，その確率加重平均

が市場整合的な評価となるためには，状態価格密度に関するデータが不可欠であり，イールドカーブ・デー

タと同様に，これを一種の公共財として作成・公表していく方向で検討を進める必要がある． 
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なお，本稿は筆者の個人的見解である。  

†本稿は，一般社団法人年金綜合研究所の後援のも

と，2013 年 4 月に設立された「退職給付会計プロ

ジェクト」の報告書「退職給付会計の課題の考察」

（2015 年 4 月）の第 4 論文に，一部加筆・修正を

加えたものである．  

mailto:nobuhiro@js8.so-net.ne.jp

	1  はじめに
	2  リスク分担制度に係る確定給付義務の測定
	2.1  改訂IAS19におけるリスク分担制度の取扱い
	2.1.1  経緯
	2.1.2  一般的な原則
	2.1.3  将来における給付の変更
	2.1.4  企業の掛金拠出に上限が設けられている場合
	2.1.5  従業員又は第三者の掛金拠出が規定されている場合
	2.1.6  退職後給付が何らかの変数とリンクしている場合

	2.2  リスク分担の具体的な仕組みに応じた検討
	2.2.1  条件付きスライド制度
	2.2.2  最低額保証制度（フロア・オフセット・プラン）
	2.2.3  その他のリスク分担制度

	2.3  改訂IAS19における取扱いの課題

	3  確定給付義務（DBO）の測定を巡る課題と対応のあり方
	3.1  改訂IAS19における取扱い
	3.2  この測定方法による「現在価値」の問題点
	3.3  概念フレームワークに照らした議論の枠組み
	3.4  討議資料RCFの議論から「現在価値」を支持する積極的な根拠が見いだせるか
	3.5  討議資料RCFの議論から「現在価値」を支持する積極的な根拠が見いだせるか
	3.6  IASBの討議資料RCFによる「不確実性に関する予備的見解」との関係
	3.7  給付約定の新たなカテゴリーを考案することは有益か
	3.8  EFRAGの討議資料FRP及び同再検討資料における議論に照らした考察
	3.8.1  討議資料FRPの予備的見解
	3.8.2  カレント・バリューと現在価値（プレゼント・バリュー）
	3.8.3  負債のリスク性と割引率の関係に関する認識
	3.8.4  負債の測定に用いるキャッシュ・フローの内容
	3.8.5  負債のリスク性に関する情報


	4  確定給付義務（DBO）の測定に係る改善の方向性
	4.1  共分散価格式
	4.2  確率的割引ファクターに関するデータの公共性
	4.3  給付キャッシュ・フローの不確実性の影響（若干の定性的考察）
	4.3.1  賃金上昇に係る不確実性の影響
	4.3.2  死亡率改善に係る不確実性の影響

	4.4  給付キャッシュ・フローの予測と割引率，掛金水準及び資産運用

	5  おわりに
	6  参考文献

